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H27（2015年）の人口密度分布 R17（2035年）の人口密度分布

これまでの経過

今後の推計

土砂災害リスクの分布 洪水浸水・津波浸水リスクの分布

洪水浸水想定（最大）

津 波 浸 水 想 定

0.5ｍ未満

0.5ｍ～1ｍ未満

1ｍ～3ｍ未満

3ｍ～5ｍ未満

5ｍ以上

0.3ｍ未満

0.3m～1ｍ未満

1m～2ｍ未満

2m～5ｍ未満

5m以上
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都心居住スタイル（都市核ゾーン）
利便性の高い佐世保都心で、港を囲んだ佐
世保らしい景色を楽しみ、職住近接し、車に頼
らずとも楽しく歩ける暮らし。マンション等の都心
居住の他、佐世保らしい丘陵の住宅地など、
佐世保の都市的魅力を楽しみたい人が新たに
住まう。

拠点市街地居住スタイル（市街地ゾーン）
近くの拠点に集積する生活利便施設等を利
用しながら、車や公共交通（鉄道やバス）を
利用して都心の施設にもアクセスしやすい暮らし。
一定賑やかである程度静かな居住環境を好む
人が暮らす。

田園地域居住スタイル（郊外）
地区の拠点には生活関連サービスがあり、海
や山など豊かな自然に囲まれた環境で、ゆとりあ
る住宅に住み、地域で支えあいながら、車や公
共交通を利用して都心部や市街地に買い物や
通院ができる暮らし。農林漁業に従事する人や
自然豊かで静かな環境を好む人が暮らす。
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居住誘導区域A

居住誘導区域Ｂ

２

都市機能誘導区域

３

水災害対策強化促進区域
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凡例
市街化区域

居住誘導区域Ａ

居住誘導区域Ｂ

都市機能誘導区域

水災害対策強化促進区域



Ⅰ

Ⅱ

Ⅲ

都市機能 該当する施設 備考

商業施設 百貨店及び大規模集客施設（※１）
（延べ面積10,000㎡超）

都市核（まちなか）
のみ立地可（※２）

大規模小売店舗
（店舗面積1,000㎡超）

医療施設（※３） 通院及び入院に必要な医療（二次医
療）を受けることができる機能 病床数150床以上

社会福祉施設 通所等を主の区的とする社会福祉施
設

子育て支援施設 一時預かり施設、子ども送迎センター

教育文化施設 教育文化施設（※４）

（表１）誘導施設

※1:大規模集客施設とは、延べ面積が１万㎡を超える店舗・劇場・映画館・遊技場・文化ホールなどを
指し、都市計画法の「特定大規模建築物」と同義です。

※2:「佐世保都市計画区域マスタープラン」及び「⾧崎県大規模集客施設等立地ガイドライン」により、ま
ちなか（佐世保市では「佐世保駅から市役所の周辺」）が原則とされています。

※3:医療法第1条の5第1項に定める病院で病床数が150床以上のものを指します。
※4:認定こども園、幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学

校、大学、専修学校、各種学校、図書館、博物館相当施設を指します。
地域ごとにある教育文化施設を拠点に全て集約するものではなく、新たに設置したり、移転する際に
都市機能集約に繋がることを意図しています。



Ⅰ

取組 活用できる制度（案）

斜面住宅地の再編

低未利用土地権利設定等促進計画
狭あい道路整備等促進事業
連坦建築物設計制度
立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）

Ⅱ

取組 活用できる制度（案）

空き家・空き地活用の促進 低未利用土地利用促進協定
立地誘導促進施設協定（コモンズ協定）

空き家リノベーションの促進 空き家リノベーション
リノベーションまちづくり

Ⅲ

取組 活用できる制度（案）

誘導施設の集約 都市構造再編集中支援事業、佐世保市公共施設
適正配置・保全基本計画との連携

老朽街区の再生 土地区画整理事業、市街地再開発事業

滞在快適性の向上 まちなかウォーカブル推進事業

公民連携による公園の再生 都市公園リノベーション協定制度、Park-PFI

駐車場・駐輪場配置の適正化 駐車場配置適正化区域の設定

交通結節機能とまちの再編 地域公共交通計画、都市・地域交通戦略推進事業

Ⅳ

取組 活用できる制度（案）

民間開発の水災害対策促進 水災害対策の促進に係る容積率緩和制度の活用


